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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期 

会計期間 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成15年 
  ８月31日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ２月29日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

売上高 (千円) 5,900,998 5,471,458 5,098,949 12,095,045 10,875,495

経常利益 (千円) 359,853 246,229 190,507 802,900 393,619

中間(当期)純利益 (千円) 201,897 120,485 112,817 396,052 173,175

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 681,400 681,400 681,400 681,400 681,400

発行済株式総数 (株) 4,884,000 4,884,000 4,884,000 4,884,000 4,884,000

純資産額 (千円) 3,930,338 4,193,689 4,285,039 4,125,256 4,247,561

総資産額 (千円) 8,580,578 8,068,933 7,419,016 9,060,852 8,057,430

１株当たり純資産額 (円) 848.89 895.87 899.68 887.14 888.59

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 43.60 25.84 23.67 82.08 34.57

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 25.52 ― 81.79 34.20

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― 7.00 7.00 12.00 14.00

自己資本比率 (％) 45.8 52.0 57.8 45.5 52.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △111,651 △242,571 △56,278 682,893 65,549

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 21,488 29,309 553,553 △11,705 △388,282

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △343,122 △363,992 △312,451 △673,334 △629,965

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,987,970 1,841,854 1,651,233 2,419,108 1,466,410

従業員数 (名) 
197 
(358)

199
(367)

196
(352)

192 
(376)

190
(378)



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。 
３ 第36期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、ストックオプション制度を導入しておりますが、ストッ
クオプションに係るプレミアムが生じていないため記載しておりません。 
４ 第38期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
５ 第36期中間会計期間の１株当たり中間配当額は、中間配当を行なっておりませんので記載しておりません。 
６ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 
７ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。 
８ 第38期中間会計期間の１株当たり中間配当額は、株式会社マックハウスを存続会社として吸収合併で当社は解散しました
ので、株式会社マックハウスより中間配当に代えて合併交付金を支払っております。 



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成17年８月31日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であります。なお、臨時従業員数は( )内に当中間会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）を外

数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

  

  

従業員数(名) 196（352） 

１ 名称 オール レオ ユニオン 

２ 結成年月日 昭和62年７月13日 

３ 組合員数 178名 

４ 所属上部団体 ゼンセン同盟 

５ 労使関係 組合結成以来、円滑な労使関係を維持しており、特記すべき事項はありま

せん。 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業業績の改善が設備投資の増加を招き、雇用環境の改善と所得の緩やかな増加を

背景に消費者マインドに明るい兆しがみられ、景気の好況感が広がりつつあります。しかしながら、原油価格の高騰による原

材料価格の上昇、少子高齢化や人口減少による社会保険及び税制改革への影響など懸念材料が見られ、予断を許さない状況で

推移いたしました。 

カジュアルファッション業界におきましては、景気全般が回復基調にあるとはいえ、個人消費のなかでも特に衣料品消費へ

の反映にはほど遠く、夏シーズンの「クールビズ」は業界の活性化に一石を投じたものの、衣料品市況の下げ止まりに歯止め

をかけるまでには至らず、依然厳しい経営環境が続きました。 

このような状況下におきまして当社は、真の意味で「現場主義の実行」をキーワードに、現場の意見を取込みつつ、売場を

起点にマーチャンダイジングと販売促進活動の融合を図り、「地域Ｎｏ.１のジーンズカジュアル専門店」を目指してまいり

ました。 

また、ジーンズアドバイザー、ジーンズアドバイザー・マスター制度のレベルアップを進め、営業競争力の強化と店舗ロイヤ

リティーの向上に努めてまいりました。 

さらには、店舗と本社の連携強化を重視し、全社一丸となり収益力の回復とローコスト化への体質改善に取り組んでまいりま

した。 

出店に関しましては、ショッピングセンターにゴールウェイ１店舗を開店する一方、不採算店４店舗を閉鎖いたしました。

この結果、中間期末店舗数は前期末に比べ３店舗減少の68店舗となりました。 

これらの結果、当中間会計期間の売上高は、単価の高いジーンズの品揃えの充実と販売強化によりボトムス部門は順調に推

移し、客単価は前年比104.9％と増加を果たしたものの売上構成比率の高いトレーナーやＴシャツ等のカットソー部門の不振

が響き、客数前年比88.9％と客数の大幅減少を招き、50億98百万円（前年比6.8％減）となりました。また、経常利益につき

ましては、きめ細かな仕入れ調整や売切り管理の徹底など売上総利益率の上昇と経費の削減や圧縮に努めましたが売上高の減

少を補うまでには至らず、1億90百万円（前年比22.6％減）となり、中間純利益は、１億12百万円（前年比6.4％減）となりま

した。 

なお、当社と株式会社マックハウスは、平成17年４月７日に締結した合併契約書に基づき、平成17年９月１日をもって合併

いたしました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 中間キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前事業年度末に比べ１億８４百万円増加し、当

中間期末では１６億５１百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 



  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動で使用した資金は、５６百万円となりました。これは主に税引前中間純利益２億１８百万円、減価償却費７７百万

円に加え、保証金等の賃料相殺９１百万円発生したのに対し、仕入債務が４億３７百万円減少したことなどによるものであり

ます。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動で得られた資金は、５億５３百万円となりました。これは主に新規出店に伴う、保証金等預入による支出６９百万

円に対し、有価証券の売却による収入５億円、定期預金の払戻による収入９０百万円したことなどによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は、３億１２百万円となりました。これは主に長期借入金の返済２億４０百万円、割賦債務の

返済３４百万円及び配当金の支払額３３百万円したことなどによるものであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売方法 

当社は直営店舗において最終消費者に直接販売しております。 

  

(2) 商品別売上状況 

  

（注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「グッズ・その他」には、加工費等が含まれております。 

  

種類 

第37期中間会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

第38期中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

売上高(千円) 構成比(％) 売上高(千円) 構成比(％) 

メンズ ボトムス 900,706 16.4 898,001 17.6

トップス 1,913,692 35.0 1,766,806 34.6

レディース ボトムス 617,603 11.3 661,705 13.0

トップス 1,161,821 21.2 947,075 18.6

キッズ 316,092 5.8 312,390 6.1

グッズ・その他 561,542 10.3 512,969 10.1

合計 5,471,458 100.0 5,098,949 100.0 



(3) 県別売上高 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 単位当たり売上高 

  

(注) １ 売場面積は営業店の稼働月数を基礎として算出しております。 

２ 従業員数はパート・アルバイト員(１日８時間換算)を含んでおります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

地域別(県別) 

第37期中間会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

第38期中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

売上高 
(千円) 

構成比 
(％) 

中間期末 
店舗数 
(店) 

店舗異動状況
売上高
(千円) 

構成比
(％) 

中間期末 
店舗数 
(店) 

店舗異動状況

新規出店
(店) 

退店
(店) 

新規出店 
(店) 

退店
(店) 

北海道・
東北地方 

北海道 87,807 1.6 2 ― ― 61,576 1.2 1 ― ―

宮城県 124,854 2.3 2 ― ― 112,980 2.2 2 ― ―

  小計 212,661 3.9 4 ― ― 174,556 3.4 3 ― ―

関東地方 

茨城県 300,467 5.5 4 ― ― 269,525 5.3 4 ― ―

栃木県 67,676 1.2 1 ― ― 64,568 1.3 1 ― ―

群馬県 460,501 8.4 6 ― ― 424,266 8.3 6 ― ―

埼玉県 1,956,960 35.8 20 1 ― 1,821,699 35.7 20 1 1

千葉県 894,406 16.4 14 ― ― 863,811 17.0 15 ― 1

東京都 647,225 11.8 10 ― 1 607,468 11.9 8 ― 2

神奈川県 931,557 17.0 11 ― ― 873,053 17.1 11 ― ―

  小計 5,258,797 96.1 66 1 1 4,924,392 96.6 65 1 4

店舗合計 5,471,458 100.0 70 1 1 5,098,949 100.0 68 1 4

催事その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 5,471,458 100.0 70 1 1 5,098,949 100.0 68 1 4

項目 
第37期中間会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

第38期中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

売上高(千円) 5,471,458 5,098,949

１㎡当たり売上高 
売場面積(月平均)(㎡) 27,516.4 27,588.6

１㎡当たり期間売上高 
(千円) 

198 184

１人当たり売上高 
従業員数(月平均)(人) 567 552

１人当たり期間売上高 
(千円) 

9,649 9,237



(5) 仕入実績 

  

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

種類 

第37期中間会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

第38期中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

仕入高(千円) 構成比(％) 仕入高(千円) 構成比(％) 

メンズ ボトムス 461,068 16.0 519,570 18.6

トップス 956,573 33.2 876,000 31.4

レディース ボトムス 361,095 12.5 437,318 15.7

トップス 624,425 21.7 524,194 18.8

キッズ 185,618 6.4 183,018 6.5

グッズ・その他 295,398 10.2 252,471 9.0

合計 2,884,180 100.0 2,792,574 100.0



３ 【対処すべき課題】 

当社は、平成17年９月１日に株式会社マックハウス（存続会社）と合併したため、対処すべき課題につきましては、株式会

社マックハウスの記載を参照ください。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は平成17年４月７日に締結した合併契約書に基づき、平成17年９月１日をもって、株式会社マックハウスと合併いたし

ました。 

合併の目的は、従来の業務提携関係に留まらず、商品開発・仕入・販売・店舗開発等の面でスケールメリットを最大限に活

かすとともに、両社の経営資源・ノウハウ・人材を共有化し、顧客利便性の一層高い店舗展開や、顧客ニーズに一層応える商

品品揃えや質の高いサービスの提供を実現し、カジュアル衣料品市場における「勝ち組」企業としての地位を確固たるものに

していくことを目的としております。また、こうしたスケールメリットの享受や経営資源・ノウハウ・人材の共有化に加え

て、統合により経営の効率化を図っていくことが、一層の収益性の向上及び企業価値の拡大に資するものと考えております。 

合併の概要は、第５ 経理の状況 ２ 中間財務諸表等の「重要な後発事象」に記載しております。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、店舗退店に伴ない、下記の設備を除却いたしました。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

内容 
帳簿価額（千円）

売場面積 
（㎡） 

従業員
（名） 建物及び

構築物 
器具備品 合計

ＧＷマリンピア専門館店 
（千葉県千葉市美浜区） 

店舗閉店 7,310 1,177 8,487 313.9 1

ＧＷ品川シーサイドフォレスト店 
（東京都品川区） 

店舗閉店 6,377 392 6,770 592.1 1

ＣＣＷ八王子エイトタウン店
（東京都八王子市） 

店舗閉店 838 110 948 73.3 1

合計 ― 14,526 1,680 16,206 979.4 3



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

 前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(3) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

事業所名 所在地 内容 
投資額
(千円) 

完成年月
売場面積 
(㎡) 

 ゴールウェイ 
 グリーンガーデ
ン 

武蔵藤沢店 

埼玉県入間市  店舗新設 30,674 平成17年６月  635.7  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 当社は、株式会社マックハウスと平成17年９月１日をもって合併いたしました。合併に際して、割当交付した株式は、

3,817,850株であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 19,536,000

計 19,536,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年11月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 4,884,000 ―
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 4,884,000 ― ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年８月31日 ― 4,884 ― 681,400 ― 1,079,430



(4) 【大株主の状況】 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 当社は、自己株式121千株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。 

２ 前事業年度末に主要株主であった、ＭＡＣＳｍａｌｌＣａｐ投資事業組合は、平成17年８月31日現在の株主名簿におい

て、所有株式数23千株となっており、主要株主でなくなっております。 

３ 大株主の状況は、平成17年８月31日現在の株主名簿に基づくものであります。なお、以下の２社より大量保有報告書が関

東財務局長に提出されており、当社の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社は、当中間会計期間末にお

いて確認ができないため上記表には含めておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社マックハウス 東京都杉並区梅里１－７－７ 945 19.35

株式会社チヨダ 東京都杉並区成田東４－39－８ 854 17.48

ゴールドマンサックスインター
ナショナル（常任代理人ゴール
ドマン・サックス証券会社東京
支店） 

東京都港区六本木６－10－１ 534 10.93

日興シティグループ証券株式会
社 

東京都港区赤坂５－２－20 260 5.32

鈴木 清彦 埼玉県北葛飾郡杉戸町大島477 100 2.05

伊藤 勝 埼玉県さいたま市岩槻区府内２－８－１ 100 2.05

株式会社アートヴィレヂ 東京都墨田区石原４－15－４ 88 1.81

株式会社ピート 東京都墨田区錦糸１－11－16 81 1.67

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３－21－24 80 1.64

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナショナルリミ
テッド（常任代理人モルガン・
スタンレー証券会社東京支店） 

東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 78 1.60

計 ― 3,120 63.90

大量保有者名 提出日
所有株式数
(千株) 

株式保有割合(％) 

株式会社ＭＡＣアセットマネジメント 平成17年８月17日 103 2.11 

ディーケーアール・オアシス・マネジメ 
ント・カンパニー・エルビー 

平成17年９月14日 357 7.31 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年８月31日現在 

(注) 単元未満株式には当社所有の自己株式150株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年８月31日現在 

(注) 自己名義所有株式数は121,150株であり、単元株式数121単元と単元未満株式数150株であります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

121,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

4,727,000 
4,727 同上 

単元未満株式 
普通株式 

36,000 
― 同上 

発行済株式総数 4,884,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,727 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱レオ 

埼玉県越谷市流通団地 
２丁目３番10 

121,000 ― 121,000 2.48

計 ― 121,000 ― 121,000 2.48



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) ジャスダック証券取引所の株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、平成17年９月１日に株式会社マ

ックハウス（存続会社）と合併したのに伴う退任役員は、次のとおりであります。 

  

  

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 860 930 881 800 835 940

最低(円) 685 821 760 770 755 805

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役会長   栗原 勝利 平成17年８月31日 

代表取締役社長   高橋 康之 平成17年８月31日 

取締役 管理部長 関谷 博昭 平成17年８月31日 

取締役 営業本部長兼販売部長 杉浦 功四郎 平成17年８月31日 

常勤監査役   小池 明行 平成17年８月31日 

監査役   近松 竹彦 平成17年８月31日 

監査役   近藤 健一 平成17年８月31日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

また、当中間会計期間においては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣

府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用し

ております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)及

び当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社を有していないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   2,731,854   2,371,233 2,256,410   

２ 受取手形   32   ― 22   

３ 売掛金   90,901   86,328 68,890   

４ たな卸資産   952,907   1,054,094 1,114,822   

５ その他   363,883   400,158 869,323   

６ 貸倒引当金   △130   △200 △140   

流動資産合計    4,139,449 51.3 3,911,614 52.7   4,309,328 53.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物 ※1,2 524,893   438,518 483,758   

(2) 土地 ※２ 710,301   710,301 710,301   

(3) その他 ※１ 173,117   131,384 149,972   

有形固定資産合計   1,408,312   1,280,204 1,344,032   

２ 無形固定資産   365,761   316,932 341,529   

３ 投資その他の資産          

(1) 差入保証金   1,031,490   805,973 901,883   

(2) 敷金   824,057   813,300 826,349   

(3) その他   299,862   290,991 334,308   

投資その他の資産 
合計   2,155,409   1,910,265 2,062,540   

固定資産合計    3,929,483 48.7 3,507,402 47.3   3,748,102 46.5

資産合計    8,068,933 100.0 7,419,016 100.0   8,057,430 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   1,958,323   1,757,980 2,278,559   

２ 買掛金   247,538   326,390 232,472   

３ １年以内返済長期 
  借入金 ※２ 410,320   223,160 342,280   

４ 未払法人税等   112,966   93,567 35,033   

５ 賞与引当金   60,060   62,730 53,009   

６ その他 ※３ 254,281   301,757 232,108   

流動負債合計    3,043,490 37.7 2,765,586 37.3   3,173,463 39.4

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 316,630   30,000 151,630   

２ 退職給付引当金   238,823   187,092 244,291   

３ 役員退職慰労引当金   39,342   ― 42,342   

４ その他   236,957   151,298 198,141   

固定負債合計    831,753 10.3 368,391 4.9   636,405 7.9

負債合計    3,875,243 48.0 3,133,977 42.2   3,809,868 47.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    681,400 8.4 681,400 9.2   681,400 8.4

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   1,079,430   1,079,430 1,079,430   

２ その他資本剰余金   5,830   15,730 15,730   

資本剰余金合計    1,085,260 13.5 1,095,160 14.8   1,095,160 13.6

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   95,479   95,479 95,479   

２ 任意積立金   1,660,000   1,660,000 1,660,000   

３ 中間(当期)未処分 
  利益   730,947   792,587 750,869   

利益剰余金合計    2,486,426 30.8 2,548,066 34.3   2,506,348 31.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    20 0.0 ― ―   25 0.0

Ⅴ 自己株式    △59,418 △0.7 △39,587 △0.5   △35,372 △0.4

資本合計    4,193,689 52.0 4,285,039 57.8   4,247,561 52.7

負債・資本合計    8,068,933 100.0 7,419,016 100.0   8,057,430 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    5,471,458 100.0 5,098,949 100.0   10,875,495 100.0

Ⅱ 売上原価    3,030,401 55.4 2,851,314 55.9   6,107,267 56.2

売上総利益    2,441,057 44.6 2,247,634 44.1   4,768,228 43.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  2,209,954 40.4 2,080,903 40.8   4,402,211 40.5

営業利益    231,102 4.2 166,731 3.3   366,016 3.3

Ⅳ 営業外収益 ※２  28,605 0.5 30,508 0.6   52,606 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※３  13,479 0.2 6,731 0.2   25,003 0.2

経常利益    246,229 4.5 190,507 3.7   393,619 3.6

Ⅵ 特別利益 ※４  ― ― 75,288 1.5   26 0.0

Ⅶ 特別損失 ※５  9,864 0.2 47,177 0.9   39,898 0.4

税引前中間(当期) 
純利益    236,364 4.3 218,618 4.3   353,747 3.2

法人税、住民税 
及び事業税   113,008   83,523 177,768   

法人税等調整額   2,871 115,879 2.1 22,277 105,800 2.1 2,803 180,572 1.6

中間(当期)純利益    120,485 2.2 112,817 2.2   173,175 1.6

前期繰越利益    610,462 706,495   610,462 

中間配当額    ― ―   32,768 

合併交付金    ― 26,724   ― 

中間(当期)未処分 
利益    730,947 792,587   750,869 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

 

   
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純利益  236,364 218,618 353,747

減価償却費  90,003 77,223 183,725

固定資産売却損(△は益)  ― △312 △26

固定資産除却損  5,240 38,253 17,193

投資有価証券売却益  ― △1,202 ―

保証金等の賃料相殺額  91,044 91,785 183,399

貸倒引当金の増減額 
(△は減少) 

 ― 60 △10

賞与引当金の増減額 
(△は減少) 

 △4,319 9,721 △11,370

退職給付引当金の増減額 
(△は減少) 

 5,972 △57,198 11,440

役員退職慰労引当金の 
増減額(△は減少) 

 3,000 △42,342 6,000

受取利息及び配当金  △394 △979 △1,334

支払利息  8,751 4,054 14,864

売上債権の増減額 
(△は増加) 

 13,708 △17,415 35,729

その他の債権の増減額 
(△は増加) 

 43,466 5,089 33,826

棚卸資産の増減額 
(△は増加) 

 147,192 60,727 △14,721

仕入債務の増減額 
(△は減少) 

 △721,556 △437,759 △411,202

その他の債務の増減額 
(△は減少) 

 △7,112 34,550 △33,740

役員賞与の支払額  △16,000 △11,000 △16,000

その他  △20 ― ―

小計  △104,656 △28,127 351,521

利息及び配当金の受取額  394 979 1,334

利息の支払額  △9,164 △4,142 △15,468

法人税等の支払額  △129,144 △24,989 △271,838

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △242,571 △56,278 65,549



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出  △900 △20,000 △900

定期預金の払戻による収入  9,300 90,000 109,300

有価証券の取得による支出  ― ― △500,000

有価証券の売却による収入  ― 500,000 ―

有形固定資産の取得による 
支出 

 △37,069 △3,935 △51,595

有形固定資産の売却による 
収入 

 ― 958 93

無形固定資産の取得による 
支出 

 ― ― △296

投資有価証券の売却による 
収入 

 ― 6,040 ―

保証金等の預入による支出  △68,234 △69,807 △116,625

保証金等の返還による収入  127,740 53,958 180,441

その他投資の取得による 
支出 

 △1,786 △1,845 △3,579

その他  260 △1,814 △5,120

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 29,309 553,553 △388,282

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

長期借入金の返済による 
支出 

 △293,666 △240,750 △526,706

割賦債務の返済による支出  △34,111 △34,111 △68,223

自己株式の取得売却による 
収支 

 19,369 △4,215 53,315

配当金の支払額  △55,584 △33,374 △88,352

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △363,992 △312,451 △629,965

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額 

 △577,253 184,823 △952,698

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首 
残高 

 2,419,108 1,466,410 2,419,108

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,841,854 1,651,233 1,466,410

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①その他有価証券 

時価のある有価証券 

 中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定)によ

っております。 

  

  

  

(2)デリバティブ 

時価法によっております。 

(3)たな卸資産 

①商品 

 個別法による低価法によっ

ております。 

②貯蔵品 

 最終仕入原価法によってお

ります。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

―――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2)デリバティブ 

同左 

(3)たな卸資産 

①商品 

同左 

  

②貯蔵品 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①その他有価証券 

時価のある有価証券 

 決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定)によっ

ております。 

時価ない有価証券 

移動平均法に基づく原価

法によっております。 

(2)デリバティブ 

同左 

(3)たな卸資産 

①商品 

同左 

  

②貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備を除く)は定額法によってお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び 
構築物 

３年～50年

器具備品 ３年～20年

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

(2) 無形固定資産 

 ソフトウェア(自社利用)につ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によ

っております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

 定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については実績繰

入率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

の可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（追加情報） 

当社は、平成17年９月１日に株式

会社マックハウスと合併すること

により、当社が採用していた退職

金制度のうち、適格退職年金制度

を廃止いたしました。 

これに伴い、退職給付制度一部終

了益73,657千円を、特別利益に計上

しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております 

なお、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、支給内規に基づく中

間期末要支給額を計上しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

  

なお、平成17年５月26日開催の第

37回定時株主総会において、合併

に伴い退任する取締役及び監査役

に対して、当社の定める支給範囲

内で退職慰労金を贈呈することが

承認可決されたことにより、当中

間会計期間末において役員退職慰

労引当金残高を全額取り崩し、そ

の他流動負債（未払金）に43,100

千円計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、支給内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 



  

    
次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

  

４ リース取引の処理方法 

同左 

  

５ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引につきまし

ては、特例処理によっておりま

す。 

５ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間会計期間に適用したヘ

ッジ手段とヘッジ対象は以下のと

おりであります。 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：定期預金・借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間会計期間に適用したヘ

ッジ手段とヘッジ対象は以下のと

おりであります。 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度に適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下のとおり

であります。 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金 

③ヘッジ方針 

金利変動リスクをヘッジする

目的のため、金利スワップ取引を

行っております。同取引の実行及

び管理は、処理手続・権限等を定

めた社内規程にそって行っており

ます。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては、特

例処理が認められる条件をすべて

満たしているため、その判定をも

って有効性の判定に代えておりま

す。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

６ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式を採用しておりま

す。 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

  

  

７ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

  

  



追加情報 

  

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月29日) 

―――― 

  

  

  

  

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税が導入されたことに

伴い、当中間会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割を販売費及び一般管理費とし

て処理しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が10,989千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益がそれ

ぞれ同額減少しております。 

―――― 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年８月31日) 

前事業年度末 
(平成17年２月28日) 

１※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

2,563,565千円 

１※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

2,606,629千円 

１※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

2,587,848千円 

２※２ 担保資産 

担保に供している資産は

次のとおりであります。 

上記に対する債務額 

建物 122,817千円

土地 494,316  

計 617,134  

     

長期借入金 568,060千円

(１年以内返済予定額 
 379,960千円を含む) 

計 568,060  

２※２ 担保資産 

          ―――― 
２※２ 担保資産 

担保に供している資産は

次のとおりであります。 

上記に対する債務額 

建物 117,631千円

土地 430,642  

計 548,273  

     

長期借入金 371,180千円

(１年以内返済予定額 
   300,040千円を含む) 

計 371,180  

３※３  「仮払消費税等」及び

「仮受消費税等」は相殺の

うえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しており

ます。 

３※３     同左 ３※３      ―――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１※１ 販売費及び一般管理費のう

ち主なもの 

広告宣伝費 293,786千円

給与・賞与 751,856 

賞与引当金繰 
入額 

60,060 

退職給付費用 36,174 

法定福利費 66,256 

水道光熱費 111,180 

地代家賃 546,479 

減価償却費 86,610 

１※１ 販売費及び一般管理費のう

ち主なもの 

広告宣伝費 257,906千円

給与・賞与 737,243 

賞与引当金繰
入額 

62,730 

退職給付費用 43,727 

法定福利費 61,098 

水道光熱費 104,156 

地代家賃 536,175 

減価償却費 77,223 

１※１ 販売費及び一般管理費のう

ち主なもの 

広告宣伝費 614,028千円

給与・賞与 1,573,919 

賞与引当金繰
入額 

53,009 

退職給付費用 72,047 

法定福利費 129,961 

水道光熱費 219,023 

地代家賃 1,101,048 

減価償却費 176,730 

２※２ 営業外収益のうち主なもの 

賃貸料収入 14,742千円

受取手数料 6,107 

２※２ 営業外収益のうち主なもの 

賃貸料収入 6,342千円

受取手数料 5,290 

２※２ 営業外収益のうち主なもの 

賃貸料収入 25,120千円

受取手数料 12,193 

３※３ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 8,751千円

賃貸費用 4,494 

３※３ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 4,054千円

賃貸費用 666 

３※３ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 14,864千円

賃貸費用 8,984 

４※４ 特別利益のうち主なもの 

          ―――― 
４※４ 特別利益のうち主なもの 

退職給付制度
一部終了益 

73,657千円

４※４ 特別利益のうち主なもの 

          ―――― 

５※５ 特別損失のうち主なもの 

固定資産除却損 9,864千円

    

５※５ 特別損失のうち主なもの 

固定資産除却損 38,253千円

合併関連費用 8,808 

５※５ 特別損失のうち主なもの 

固定資産除却損 23,378千円

合併関連費用 16,520 

６   減価償却実施額 

有形固定資産 64,055千円

無形固定資産 24,517 

６   減価償却実施額 

有形固定資産 51,427千円

無形固定資産 24,596 

６   減価償却実施額 

有形固定資産 131,480千円

無形固定資産 49,406 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

2,731,854千円

預入期間が 
３ヶ月を 
超える 
定期預金等 

△890,000  

現金及び 
現金同等物 

1,841,854  

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

2,371,233千円

預入期間が 
３ヶ月を 
超える 
定期預金等 

△720,000  

現金及び 
現金同等物 

1,651,233  

現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

2,256,410千円

預入期間が 
３ヶ月を 
超える 
定期預金等 

△790,000  

現金及び 
現金同等物 

1,466,410  



(リース取引関係) 

  

  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に係る注記 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

  取得価額 
相当額 
(千円)   

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)   

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

車 両 運 搬
具 4,124  1,179  2,944

器具備品 74,918  54,946  19,972

ソ フ ト ウ
ェア 82,344  45,954  36,390

合計 161,387  102,080  59,306

      

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に係る注記 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

  取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額
(千円)

車 両 運 搬
具 3,725 1,427 2,298

器具備品 116,781 32,449 84,332

ソ フ ト ウ
ェア 52,284 31,213 21,071

合計 172,791 65,089 107,702

  

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に係る注記 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(千円)  

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)   

期末残高
相当額 
(千円) 

車 両 運 搬
具 4,124 1,605  2,519

器具備品 113,164 41,706  71,458

ソ フ ト ウ
ェア 62,215 31,298  30,917

合計 179,504 74,609  104,894

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 21,075千円

１年超 39,357 

計 60,432 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内  34,037千円

１年超 75,195 

計 109,232 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 29,658千円

１年超 73,114 

計 102,773 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 

16,892千円

減価償却費相当額 

15,889 

支払利息相当額 

697 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 

16,449千円

減価償却費相当額 

15,756 

支払利息相当額 

949 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 

33,940千円

減価償却費相当額 

30,358 

支払利息相当額 

1,626 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法により算定しております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

当中間会計期間末(平成17年８月31日) 

     該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 
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取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 4,837 4,872 34

その他 ― ― ―

合計 4,837 4,872 34

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 4,837 4,880 42

その他 ― ― ―

合計 4,837 4,880 42

区分 貸借対照表計上額（千円）

信託受益証券 500,000



(デリバティブ取引関係) 

 (前中間会計期間) 

当社の行っているデリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されるため、記載の対象から除いております。 

  

(当中間会計期間) 

当社の行っているデリバティブ取引はヘッジ会計が適用されるため、記載の対象から除いております。 

  

(前事業年度) 

当社の行っているデリバティブ取引はヘッジ会計が適用されるため、記載の対象から除いております。 

  

  

(持分法損益等) 

(前中間会計期間) 

持分法損益等については、関連会社を有していないため記載しておりません。 

  

(当中間会計期間) 

持分法損益等については、関連会社を有していないため記載しておりません。 

  

(前事業年度) 

持分法損益等については、関連会社を有していないため記載しておりません。 

前へ   次へ 



(１株当たり情報) 

  

  

（注）１.１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

（注）２．旧商法第280条ノ19の規定による新株引受権（ストックオプション）は、平成16年12月24日で権利行使期間が終了いたし

ました。 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり純資産額  895円87銭 １株当たり純資産額  899円68銭 １株当たり純資産額  888円59銭 

１株当たり中間純利益  25円84銭 １株当たり中間純利益  23円67銭 １株当たり当期純利益  34円57銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益  25円52銭 

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益  34円20銭 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

中間損益計算上の中間（当期）純利
益（千円） 120,485 112,817 173,175 
普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 120,485 112,817 162,175 

普通株主に帰属しない金額（千円）
 利益処分による役員賞与金 ― ― 11,000 

普通株式の期中平均株式数（株） 
4,661,879 4,765,861 4,691,370 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益の算定に用いられた普通
株式増加数の内訳（株） 
  新株予約権 58,529 ― 50,940 

普通株式増加数（株） 58,529 ― 50,940 

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間（当期）純
利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 ― ― ― 



(重要な後発事象) 

  

前中間会計年度（自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日） 

     該当事項はありません。 

  

当中間会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

  

株式会社マックハウスとの合併 

当社は平成17年４月７日に締結した合併契約書に基づき、平成17年９月１日をもって合併いたしました。 

その概要は以下のとおりであります。 

（１）合併の趣旨 

従来の業務提携関係に留まらず、合併することで商品開発・仕入・販売・店舗開発等の面でスケールメリットを最大限に活

かすとともに、両社の経営資源・ノウハウ・人材を共有化し、顧客利便性の一層高い店舗展開や顧客ニーズに一層応える商品

品揃えや質の高いサービスの提供を実現し、カジュアル衣料品市場における「勝ち組」企業としての地位を確固たるものにし

ていくことを目的としております。また、こうしたスケールメリットの享受や経営資源・ノウハウ・人材の共有化に加えて、

統合により経営の効率化を図っていくことが、一層の収益性の向上及び企業価値の拡大に資するものと考えております。 

（２）合併の概要 

①合併期日 

平成17年９月１日 

②合併の方法 

株式会社マックハウスを存続会社とする吸収合併方式で、当社は解散いたしました。 

③合併に際して発行した株式 

株式会社マックハウスは、合併に際して普通株式を発行し、合併期日前日の株式会社レオの株主名簿に記載または記録された

各株主に対し、その所有する株式会社レオの普通株式1株につき株式会社マックハウスの普通株式0.45株の割合をもって、こ

れを割当交付しました。 

株式会社マックハウスは、合併による新株の発行はいたしましたが、資本金の増加はおこなっておりません。 

④合併交付金 

株式会社マックハウスは、株式会社レオの平成17年８月31日の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む）に記載または記録さ

れた株主（実質株主を含む）または登録質権者に対し、平成17年３月１日から平成17年８月31日に至る中間配当に代えて、１

株につき７円の合併交付金を支払います。 

⑤配当起算日 

 合併に際して発行される新株式に対する利益配当金の計算は、合併期日を起算日とします。 

  

前へ     



(2) 【その他】 

第38期（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）中間配当に代えて、平成17年10月６日開催の株式会社マ

ックハウスの取締役会において、平成17年８月31日の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む）に記載または記録さ

れた株主（実質株主を含む）または登録質権者に対し、次のとおり合併交付金を支払うことを決議いたしました。 

① 合併交付金の総額                 26,724千円 

② １株当たり合併交付金               ７円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成17年11月21日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（１）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度第37期(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)平成17年５月27日に関東財務局長に提出。 

（２）臨時報告書の訂正報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（合併に関する基本

合意）に基づく臨時報告書に係る訂正報告書を平成17年４月７日に関東財務局長に提出。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  



    
独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社レオ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社レオの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第37期事業年度の中間会計期間(平成16年３月１日から平成16年

８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社レオの平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年３月１日か

ら平成16年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

平成16年11月19日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

代表社員
関与社員

  公認会計士  原  口     博  ㊞ 

関与社員   公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  

  

平成１７年１１月２４日

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社レオの

平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年８月３

１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、レオ株

式会社の平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年８月

３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１７年９月１日に株式会社マックハウスを存続会社として合併した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上

 
 

  
  

独立監査人の中間監査報告書

株 式 会 社 マ ッ ク ハ ウ ス

取締役会 御中
 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ  

指 定 社 員
 
業 務 執 行 社 員

公認会計士 原 口  博 印

指 定 社 員
 
業 務 執 行 社 員

公認会計士 津 田 英 嗣 印

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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